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（注）１ 共同で作成する場合は、すべての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画

主体には（代表）と記入する。 

２ 被害防止計画の作成に当たっては、別添留意事項を参照の上、記入等すること。 

 



１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

 対象鳥獣 イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル、ハクビ

シン、アライグマ、カラス、ドバト、カワウ、

カワアイサ、カイツブリ、ツキノワグマ 

 計画期間 令和８年度～令和 10 年度 

 対象地域 山梨県富士河口湖町 

（注）１ 計画期間は、３年程度とする。 

   ２ 対象地域は、単独で又は共同で被害防止計画作成する全ての市町村

名を記入する。 

 

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（令和６年度） 

鳥獣の種類 

 

被害の現状 

品 目 被害数値 

イノシシ 
野菜・いも類 

（ｽｲｰﾄｺｰﾝ、ﾀﾞｲｺﾝ他） 
845千円  29a 

ニホンジカ 飼料作物（牧草） 128千円 314a 

ニホンザル 
野菜・いも類 

（ｽｲｰﾄｺｰﾝ、ｷｭｳﾘ他） 
294千円   11a 

ハクビシン 出没、目撃情報 年間数十件 

アライグマ 出没、目撃情報 年間数件 

カラス 牧草ロール、牛舎での糞害 年間数件、伝染病の恐れ 

ドバト 牛舎での糞害 年間数件、伝染病の恐れ 

カワウ・カワアイサ

・カイツブリ 
ワカサギ等の漁業権魚種 

12 月個体数：189 羽 

による食害 

ツキノワグマ 出没、目撃情報 年間数十件 

（注） 主な鳥獣による被害品目、被害金額、被害面積（被害面積については、

水産業に係る被害を除く。）等を記入する。 

 

（２）被害の傾向 

イノシシ 最近は生息調査未実施のため生息数は把握していない。被害

は年間を通し、全域で発生している。 

令和４年度から令和６年度までに管理捕獲で１８３頭捕獲

している。 

多発している被害は、スイートコーン、イモ類、野菜類、水

稲等の食害やミミズ、ヘビ等の動物を求めて、芝生や耕作放棄

地を掘り起こしている。 

ニホンジカ 富士ケ嶺・本栖地区のシカは、昼間は鳥獣保護区（県有林）

にいて、牧草地や畑などには夜間に出る傾向が強い。被害は年



間を通し、全域で発生している。 

令和４年度から令和６年度までに管理捕獲で１，４３８頭捕

獲している。 

多発している被害は、牧草、イモ類、野菜類、稲、林産物等

の食害であり、シカとぶつかる交通事故も国道、県道などで多

く見られる。 

 平成２５年度までに富士ヶ嶺地区は周囲約 18.0ｋｍの防獣

フェンス設置等対策している。 

ニホンザル 町内には、吉田群、河口群及び足和田群の個体が生息してお

り、吉田群のサルは新倉・河口・浅川・船津地区を周期的に移

動し、年間を通して被害を与えている。河口群のサルは、河口

・大石地区を移動し、足和田群は、勝山・大嵐・鳴沢・西湖・

長浜・大石を周期的に移動し、一年中被害を与えている。 

令和４年度から令和６年度までに管理捕獲で１９頭捕獲し

ている。 

多発している被害は、スイートコーン、イモ類、野菜類、果

実類の食害が主であるが、観光施設や一般家屋への侵入も確認

されている。群れによる大規模な被害は無くなってきている

が、今後も注意が必要である。 

アライグマ、

ハクビシン 

 アライグマについては、平成２２年度、７頭、平成２３年度、

１７頭、平成２４年度、1 頭捕獲された。最近は目撃情報のみ

である。 

 ハクビシンについては、スイートコーン、野菜類、果実類の

食害が主である。町全域で出没・目撃情報があり、今後被害の

増加が懸念される。 

カラス、 

ドバト 

富士ヶ嶺地域では、収穫した牧草にビニールを巻いてロール

状態にして保管しているが、そのロールに穴をあけられる（中

の牧草が腐ってしまう）被害が発生している。 

 また、畜舎及び飼料倉庫内では、カラス・ドバト等による糞

害の発生から、伝染病につながる恐れがある。 

カワウ・カワ

アイサ・カイ

ツブリ 

カワウについては、山梨県の調査において河口湖のうの島が

「ねぐら」として確認され、調査開始（2018 年）以降、個体数

が増加している。また、精進湖においても目撃情報がある。 

被害は主にワカサギ等の漁業権魚種の食害で、カワウ 1 羽の

摂餌量が約 500ｇ/日であることから、相当量が食害に遭って

いることが考えられる。 

カワアイサ・カイツブリによる食害についても漁業関係者等

により確認されているが、被害量は明確になっていない。 

ツキノワグマ 夏季から秋季（6～11 月）を中心に、厳冬期（1～2 月）を除



 き年間を通じて目撃情報が寄せられる。出没場所は広範囲に渡

り、山林付近での目撃が主であるが、山際の人家周辺や交通量

の多い道路周辺など人間の生活域での目撃もあり、人身被害の

発生も懸念される。 

当町が生息（行動）圏内の一部に含まれており、市町村を跨

いで行動していると考えられる。 

（注）１ 近年の被害の傾向（生息状況、被害の発生時期、被害の発生場所、

被害地域の増減傾向等）等について記入する。 

   ２ 被害状況がわかるようなデータ及び地図等があれば添付する。 

 

（３）被害の軽減目標 

指標 現状値（令和６年度） 目標値（令和１０年度） 

イノシシ ８４５千円、 ２９a ８００千円、 ２１a 

ニホンジカ １２８千円、３１４a １２４千円、３１０a 

ニホンザル ２９４千円、 １１a １４５千円、  ５a 

合計 １，２６７千円、３５４a １，０６９千円、３３６a 

アライグマ 出没、目撃情報（年間数件） 発見した場合は山梨県アライ

グマ防除実施計画に基づき、

速やかに捕獲し、被害を最小

限に抑える。 

ハクビシン 出没、目撃情報（年間数十件

） 

発見した場合は速やかに捕獲

を実施し、被害を最小限に抑

える。 

カラス 

ドバト 

農業用具・施設の糞害等（年

間数件） 

発見した場合は速やかに捕獲

を実施し、被害を最小限に抑

える。 

カワウ 

カワアイサ 

カイツブリ 

カワウの河口湖（鵜の島）の

12 月個体数 189 羽 

カワアイサ・カイツブリは不

明 

山梨県カワウ管理指針に基づ

き被害防除を実施し、必要に

応じ捕獲を検討する。 

ツキノワグマ 

被害の未然防止 

人身被害 0 件 人身被害 0 件 

（注）１ 被害金額、被害面積等の現状値及び計画期間の最終年度における目

標値を記入する。 

   ２ 複数の指標を目標として設定することも可能。 

 

（４）従来講じてきた被害防止対策 

 従来講じてきた被害防止対策 課題 

捕獲等 農作物等の被害が発生又は 猟友会員の高齢化、会員の減少が



に関す

る取組 

 

 

発生が予想される場合は、有

害鳥獣捕獲を実施してきた。

また、Ｈ19年度からは個体数調

整を目的としてニホンジカ、イ

ノシシ、ニホンザルについて管

理捕獲を実施している。また、

カラス・ドバトについては、有

害鳥獣捕獲を実施してきた。 

捕獲物等は持ち帰ることとし

、やむを得ない場合は生態系に

影響を与えないような適切な方

法で処理し、山野に放置するこ

となく適正に処理している。 

懸念される。 

新規狩猟者確保対策を実施する。 

 

防護柵

の設置

等に関

する取

組 

農業者を対象に防護柵の設置

に係る費用を補助しており、今

後も継続していく。 

平成20年度に中山間地域総合

整備事業（6.4㎞）、平成21年

度からの畑地帯総合整備事業（

11.6㎞）により富士ヶ嶺地区に

イノシシ、ニホンジカの防獣フ

ェンスを設置した。富士ヶ嶺地

区の農地は周囲約18.0ｋｍ防獣

フェンスで囲まれた。 

 

広範囲にわたるフェンスの維持

管理体制の整備が必要である。 

生息環

境管理

その他

の取組 

町広報を通じ、放置果樹、収

穫残渣処理、未収穫作物の適正

管理の周知をしている。 

放置果樹の除去は、所有者の所

在不明など対応困難な場合があり

、必要に応じ所有者調査等を検討

する必要がある。 

（注）１ 計画対象地域における、直近３ヶ年程度に講じた被害防止対策と課

題について記入する。 

   ２ 「捕獲等に関する取組」については、捕獲体制の整備、捕獲機材の

導入、捕獲鳥獣の処理方法等について記入する。 

３ 「防護柵の設置等に関する取組」については、侵入防止柵の設置・ 

管理、追上げ・追払い活動等について記入する。 

４ 「生息環境管理その他の取組」については、緩衝帯の設置、放任果 

樹の除去、鳥獣の習性、被害防止技術等に関する知識の普及等につい 

て記入する。 

 

（５）今後の取組方針 



管理捕獲･有害鳥獣捕獲の実施、放置果樹の除去の促進、花火等を活用し

た追払い、高周波音機器等の忌避効果検証と活用、狩猟免許取得者の確保・

育成などを実施する。 

 

（注） 被害の現状、従来講じてきた被害防止対策等を踏まえ、被害軽減目標

を達成するために必要な被害防止対策の取組方針について記入する。

（ICT（情報通信技術）機器や GIS（地理情報システム）の活用等、対策

の推進に資する技術の活用方針を含む。）。 

 

３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 

（１）対象鳥獣の捕獲体制 

対象鳥獣の捕獲については猟友会に依頼し、鳥獣被害対策実施隊の編成

については協議会と検討し平成２８年４月に設立した。 

捕獲に関わる富士河口湖町猟友会（会員数54名）「船津・小立分会（会員

数10名）、河口・大石分会（会員数14名）、足和田分会（会員数12名）上九

一色分会（会員数18名）」は、生息状況調査を行い個体数の把握に努め、生

態系に支障のない範囲での捕獲を実施する。 

猟友会への依頼形態については、駆除報酬として捕獲頭数により地区猟

友会分会に支出し捕獲を実施する。 

（注）１ 鳥獣被害対策実施隊のうち対象鳥獣捕獲員の指名又は任命、狩猟者

等の外部団体への委託、わなの見回り補助等による捕獲者のサポート

等による対象鳥獣の捕獲体制を記入するとともに、捕獲に関わる者の

それぞれの取組内容や役割について記入する。 

   ２ 対象鳥獣捕獲員を指名又は任命する場合は、その構成等が分かる資

料があれば添付する。 

   ３ 捕獲等を推進する上で、被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に

従事している者にライフル銃を所持させる必要がある場合には、その

ことについて記入する。 

 

（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

令和８年度 

から 

令和10年度 

イノシシ 

ニホンジカ 

ニホンザル 

ハクビシン 

アライグマ 

カラス 

ドバト 

カワウ 

カワアイサ 

猟友会による有害鳥獣捕獲及び管理捕獲によ

り一定の成果をあげているが、個体数は依然増加

傾向にある。 

また、現在５４名の狩猟登録をしている猟友会

員がいるが高齢化が目立ち、６０歳以上の会員が

４６％を占めており、５年後には５７％を占める

ようになる。このままだと更にイノシシ、ニホン

ジカ、ニホンザル等の被害が拡大することが予想

される。そのため、被害を受けている農業者等を



カイツブリ 

ツキノワグマ 

中心に銃器、わなの狩猟免許の取得を奨励してい

く。 

カワウ・カワアイサ・カイツブリについては、

花火やレーザーポインタ照射等による追払いの

ほか、関係機関及び企業等と連携し高周波音機器

等の忌避効果を検証しながら、当該機器等を活用

した被害防除を実施する。 

ツキノワグマについては、行動が広範囲に及ぶ

ため、目撃情報、現地調査を基に捕獲が必要かを

検討し、必要と判断した際には、捕獲檻設置によ

り捕獲する。 

緊急を要する場合には、猟友会と連携し銃器に

よる捕獲の実施を検討する。 

捕獲後は、個体の状態により駆除または学習放

獣を実施する。 

 

（注） 捕獲機材の導入、鳥獣を捕獲する担い手の育成・確保等について記入

する。 

 

（３）対象鳥獣の捕獲計画 

近年の捕獲実績 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

有害 

捕獲 

管理 

捕獲 
計 

有害 

捕獲 

管理 

捕獲 
計 

有害 

捕獲 

管理 

捕獲 
計 

イノシシ 9 56 65 10 56 66 25 71 96 

ニホンシカ 114 500 614 150 424 574 77 514 591 

ニホンザル 2 10 12 8 5 13 3 4 7 

ハクビシン 10 0 10 10 0 10 10 0 10 

アライグマ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

カラス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ドバト 0 0 0 1 0 1 0 0 0 

ツキノワグマ 1 0 1 2 0 2 2 0 2 

捕獲総数 136 566 702 181 485 666 117 589 706 

１．イノシシ 

（１）分布状況 

 イノシシの密度や個体数を把握する実用的な方法がなく、個体数の把握は

難しいとされている。保護管理計画の目撃情報をもとに集計すると、町内全

域で目撃情報があり生息が確認されている。 

（２）捕獲計画数等の考え方 



 町内全域に生息が確認されており、ほぼ年間を通じて被害が発生している。

全体の個体密度を減少させるため、被害状況に応じて特定鳥獣保護管理計画

に基づく管理捕獲と有害駆除による捕獲を実施するが、イノシシは加害個体

を捕獲することが有効であることから、特に耕作地周辺に生息する個体を中

心に捕獲する。 

 捕獲計画数は県の特定鳥獣保護管理計画に基づいた管理捕獲と有害駆除に

よる捕獲を勘案し設定。 

２．ニホンジカ 

（１）分布状況 

 町内全域に生息が確認されており、人による土地利用度の高い地域や積雪

の多い高標高地域など従来シカの生息に適さなかった環境にも生息域を拡大

している。 

（２）捕獲計画数等の考え方 

特定鳥獣保護管理計画に基づいた管理捕獲を鳥獣保護区等の捕獲圧が弱い

場所で重点的に実施し、全体の生息密度を減少させる。特に被害情報の多い

４月から７月中の捕獲活動を推進する。併せて被害状況により有害駆除によ

る捕獲も実施する。 

捕獲計画数は県の特定鳥獣保護管理計画に基づいた管理捕獲と有害駆除に

よる捕獲を勘案し設定。 

３．ニホンザル 

（１）分布状況 

農地や集落に通年にわたり出没している。数頭の群れの目撃が多いが、単

独行動する個体も見られる。近年の目撃情報及び捕獲数から、令和元年の一

斉捕獲の直後に比し個体数の微増が考えられる。 

（２）捕獲計画数等の考え方 

被害状況に応じて特定鳥獣保護管理計画に基づく管理捕獲と有害駆除によ

る捕獲を実施するが、安易な捕獲は、群れの分裂を生じさせ被害が拡大する

可能性があるため、特に群れの中心となるメスの捕獲は注意し、銃器の他、檻

による捕獲を進めていく。個体数の多い群れの捕獲圧を強める。また、個体に

よっては人馴れが進行し、家屋への進入、人への威嚇行為など加害度が上が

っているため加害個体の捕獲を重点的に行う。 

捕獲計画数は県の特定鳥獣保護管理計画に基づいた管理捕獲と有害駆除に

よる捕獲を勘案し設定。 

４．ハクビシン、アライグマ、カラス、ドバト、カワウ、カワアイサ、カイツ

ブリ、ツキノワグマ 

 目撃情報や被害状況等に応じて有害捕獲を実施する。 

 正確な生息数の把握ができていない鳥獣については、被害状況等を勘案し

て捕獲数を設定する。 

 ハクビシンは、家屋への住み着きや耕作地周辺を生息域とする加害個体を

中心に捕獲する。 



 アライグマは、「山梨県アライグマ防除実施計画」で野外からの完全排除を

目標にしており、目撃情報により即時捕獲を実施する。 

 カワウは、「山梨県カワウ管理指針」に基づき、花火やレーザーポイント照

射、防鳥備品、高周波音機器等の方法を組み合わせ、被害防除を中心に対策を

実施する（カワアイサ、カイツブリについても併せて対策を講じる）。 

 ツキノワグマは、人身被害発生や、同一個体が住宅周辺に頻度に出没を繰

り返すなど、人身被害が懸念される場合において必要最小限の捕獲とし、捕

獲後は原則として放獣を検討し、出没状況等によっては駆除の実施を検討す

る。 

 

（注） 近年の対象鳥獣の捕獲実績、生息状況等を踏まえ、捕獲計画数等の設

定の考え方について記入する。 

 

対象鳥獣 捕獲計画数等 

令和８年度 令和９年度 平成１０年度 

イノシシ 
各年度：管理捕獲60頭、有害捕獲10頭（ただし県が設定する管理捕

獲数や直近の被害状況等を勘案し再検討） 

ニホンジカ 
各年度：管理捕獲400頭、有害捕獲10頭（ただし県が設定する管理捕

獲数や直近の被害状況等を勘案し再検討） 

ニホンザル 
各年度：管理捕獲60頭、有害捕獲10頭（ただし県が設定する管理捕

獲数や直近の被害状況等を勘案し再検討） 

ハクビシン 
各年度：有害捕獲5頭、被害箇所・目撃箇所周辺での徹底した捕獲の

実施（ただし被害状況等を勘案し再検討） 

アライグマ 
各年度：有害捕獲5頭、被害箇所・目撃箇所周辺での徹底した捕獲の

実施（ただし被害状況等を勘案し再検討） 

カラス 各年度：有害捕獲10羽（ただし被害状況等を勘案し再検討） 

ドバト 各年度：有害捕獲10羽（ただし被害状況等を勘案し再検討） 

カワウ 
各年度：生息状況及び被害状況等の精査に基づき被害防除対策を実

施し、状況に応じて捕獲計画を検討 

カワアイサ 
各年度：生息状況及び被害状況等の精査に基づき被害防除対策を実

施し、状況に応じて捕獲計画を検討 

カイツブリ 
各年度：生息状況及び被害状況等の精査に基づき被害防除対策を実

施し、状況に応じて捕獲計画を検討 

ツキノワグマ 
各年度：人身被害が懸念される場合において必要最小限の有害捕獲

を実施 

（注） 対象鳥獣の捕獲計画数、個体数密度等を記入する。 

 

捕獲等の取組内容 

対象鳥獣 わな等の捕獲手段 実施予定時期 捕獲予定場所 



イノシシ 

専用捕獲檻 

くくりわな 

銃器による捕獲 

（山林のみ） 

管理捕獲は年間 

有害駆除捕獲は被害

発生時 

里山や耕作地周辺山

間地 

ニホンジカ 

専用捕獲檻 

くくりわな 

銃器による捕獲 

（山林のみ） 

管理捕獲は年間 

有害駆除捕獲は被害

発生時 

里山や耕作地周辺山

間地・鳥獣保護区等 

ニホンザル 

専用捕獲檻 

銃器による捕獲 

（山林のみ） 

管理捕獲は年間 

有害駆除捕獲は被害

発生時 

加害群生息地 

船津、小立、浅川、河

口、大石、長浜、大嵐 

ハクビシン 中型動物用箱わな 被害発生時 被害発生場所 

アライグマ 中型動物用箱わな 被害発生・目撃時 被害発生・目撃場所 

カラス 銃器による捕獲 被害発生時 被害発生場所 

ドバト 銃器による捕獲 被害発生時 被害発生場所 

カワウ 
未定（被害状況等に応

じ捕獲手段を検討） 

被害発生時（被害防除

を主とする） 
被害発生場所 

カワアイサ 
未定（被害状況等に応

じ捕獲手段を検討） 

被害発生時（被害防除

を主とする） 
被害発生場所 

カイツブリ 
未定（被害状況等に応

じ捕獲手段を検討） 

被害発生時（被害防除

を主とする） 
被害発生場所 

ツキノワグマ 
専用捕獲檻 

銃器による捕獲 

被害発生時（目撃含

む） 
被害発生・目撃場所 

（注）１ わな等の捕獲手段、捕獲の実施予定時期、捕獲予定場所等について

記入する。 

   ２ 捕獲等の実施予定場所を記した図面等を作成している場合は添付す 

る。 

 

ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取組内容 

予定無し 

 

（注） 被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者にライフル

銃を所持させて捕獲等を行う場合には、その必要性及び当該被害防止計

画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者による捕獲手段、捕獲の

実施予定時期、捕獲予定場所等について記入する。 

 

（４）許可権限委譲事項 

対象地域 対象鳥獣 

町内全域 ニホンジカ（管理捕獲のうち町実施分に限る。） 



イノシシ・ニホンザル（いずれも管理捕獲に限る。） 

ハクビシン、カラス、ドバト、カワウ、カワアイサ、カイ

ツブリ、ツキノワグマ 

（注）１ 都道府県知事から市町村長に対する有害鳥獣捕獲等の許可権限の委

譲を希望する場合は、捕獲許可権限の委譲を希望する対象鳥獣の種類

を記入する（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別

措置に関する法律（平成 19 年法律第 134 号。以下「法」という。）第

４条第３項）。 

   ２ 対象地域については、複数市町村が捕獲許可権限の委譲を希望する

場合は、該当する全ての市町村名を記入する。 

 

４．防護柵の設置等に関する事項 

（１）侵入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 

 

整備内容 

     年度      年度      年度 

予定無し    

（注）１ 設置する柵の種類、設置規模等について記入する。 

   ２ 侵入防止柵の設置予定場所を記した図面等を作成している場合は添

付する。 

 

（２）侵入防止柵の管理等に関する取組 

対象鳥獣 

 

取組内容 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

イノシシ 

ニホンジカ 

ニホンザル 

富士ヶ嶺活動組織による、富士ヶ嶺地区に設置してある

イノシシ、ニホンジカの防獣フェンスの、草刈り、補修等

の管理。 

必要に応じエアガン・花火等を使用した追払いを実施す

る。 

（注） 侵入防止柵の管理、追上げ・追払い活動等に関する取組等について記 

   入する。 

 

５．生息環境管理その他被害防止施策に関する事項 

年度 対象鳥獣 取組内容 

令和８年度 

から 

令和１０年度 

 

イノシシ 

ニホンジカ 

ニホンザル 

ハクビシン 

アライグマ 

カラス 

町広報を通じ、放置果樹の除去、収穫残渣

処理、未収穫作物の適正管理についての周

知徹底を図る。 

カワウについては、山梨県カワウ管理指針

に基づき、関係機関との連携によりねぐら

・コロニー等の生息環境の把握に努める。 



ドバト 

カワウ 

カワアイサ 

カイツブリ 

ツキノワグマ 

（注） 緩衝帯の設置、里地里山の整備、放任果樹の除去、被害防止に関する

知識の普及等について記入する。 
 
６．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じる

おそれがある場合の対処に関する事項 

（１）関係機関等の役割 

関係機関等の名称 役割 

富士河口湖町 
情報収集・住民への注意喚起・関係機関への連

絡・捕獲等同行・有害鳥獣捕獲許可 

猟友会 追払及び捕獲実施（放獣） 

富士吉田警察署 現場での指示 

（注）１ 関係機関等には、都道府県、警察、市町村、鳥獣被害対策実施隊、

猟友会等の名称を記入する。 

   ２ 役割欄には、緊急時又は平常時において、各関係機関等が果たすべ

き役割を記入する。 

   ３ 対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は

生じるおそれがある場合の対処に関して、規程等を作成している場合

は添付する。 
 
（２）緊急時の連絡体制 

住民等→市町村（警察）→警察（市町村）・猟友会→県等 

 

（注） 緊急時の各関係機関等の連絡体制及び連絡方法等をフロー図等により

記入する。 
 
７．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

 捕獲物等は持ち帰ることとし、やむを得ない場合は生態系に影響を与

えないような適切な方法で処理（埋却・焼却）し、山野に放置しない。 

アライグマについては山梨県アライグマ防除実施計画に基づき適切に処

分する。 

 また、処理可能なシカについては、富士河口湖町ジビエ食肉加工施設で

食肉化する。 

（注） 適切な処理施設での焼却、捕獲等をした現場での埋設等、捕獲等をし

た鳥獣の処理方法について記入する。 

 

８．捕獲等をした対象鳥獣の食品・ペットフード・皮革としての利用等その有 



効な利用に関する事項 

（１）捕獲等をした鳥獣の利用方法 

食品 富士河口湖町ジビエ食肉加工施設で処理したシカ

を、町内外問わず飲食店等に卸している。また、町で

はシカ肉を利用した加工品の開発を進めている。 

 今後は、更に取扱っていただける店舗を増やし、加

工品は完成次第、小売業者等にお取扱いを依頼する。 

ペットフード 人間では不可食な部位や、トリミングの際に出た切

り落とし部位をペットフード製造業者へ販売してい

る。 

更に取扱っていただける店舗を増やし、廃棄部位の

有効活用に努める。 

皮革 現在は一定の規格をクリアした原皮のみを革製品

へ利用している。 

 今後は規格外の原皮についても、いずれかの革製品

へ加工できるよう、企業と連携し廃棄数の低減に努め

る。 

その他 

（油脂、骨製品、角 

製品、動物園等で 

のと体給餌、学術 

研究等） 

骨については、飲食店ではフォン等に利用され、ペ

ット関係ではおやつ等に利用されている。 

角はそのままの販売のほか、キーホルダーやペット

のおもちゃ等に加工されている。 

（注） 利用方法ごとに、現状及び目標を記入する。 

 

（２）処理加工施設の取組 

 駆除されたシカを食肉として有効活用し、観光資源の一端として地域の

活性化を図ることを目的に稼働している。 

 シカ肉の安全性や質の確保のため、山梨県のガイドラインに基づき捕獲

から２時間以内に搬入した個体に限り受け入れている。 

 また、搬入された個体ごとに個体番号を振り、トレーサビリティを実施

し、搬入時の状態が分かるように管理している。 

 狩猟者の負担軽減のため、枝肉１㎏に対し４００円で買い入れを行って

いる。 

 処理加工によるシカ肉の販売だけでなく企業や学生の視察の受け入れ

や、山梨県と協力してジビエ利用のための解体等を学べる研修等も行って

いる。 

（注） 処理加工施設を整備する場合は、年間処理計画頭数、運営体制、食品

等としての安全性の確保に関する取組等について記入する。 

 

（３）捕獲等をした対象鳥獣の有効利用のための人材育成の取組 



 施設への搬入数を増やすため、ジビエ利用を目的としたわな設置、捕獲、

止め刺し、血抜き、解体までの一連の流れを収めた映像を作成してあるた

め、必要に応じて配布を行う。 

 搬入用として持ち込まれた個体が、ジビエ利用として不適であった場合

は搬入を止め、正しい手順をその場で指導する。 

（注） 処理加工に携わる者の資質の向上や、捕獲から搬入までの衛生管理の

知識を有する者の育成の取組等について記入する。 
 
９．被害防止施策の実施体制に関する事項 

（１）協議会に関する事項 

協議会の名称 富士河口湖町鳥獣害対策協議会 

構成機関の名称 役割 

富士河口湖町 計画全体の総括、被害状況等の取りまとめ、 

協議会事務局 

農業委員会 地区の被害状況調査・被害防止に係る普及啓

発 

野菜出荷組合 被害防止に係る普及啓発 

農業協同組合 被害防止に係る普及啓発 

富士北麓森林組合 森林被害状況調査 

猟友会 生息状況調査・被害防除・捕獲 

漁業協同組合 内水面漁業に係る被害状況調査・被害防除 

鳥獣害被害防止技術指導員 鳥獣被害防止に関する指導・助言 

鳥獣保護員 捕獲に関する指導・助言 

富士・東部農務事務所 鳥獣被害防止に関する助言 

富士・東部林務環境事務所 鳥獣被害防止に関する助言 

（注）１ 関係機関等で構成する協議会を設置している場合は、その名称を記

入するとともに、構成機関欄には、当該協議会を構成する関係機関等

の名称を記入する。 

   ２ 役割欄には、各構成機関等が果たすべき役割を記入する。 
 
（２）関係機関に関する事項 

関係機関の名称 役割 

山梨県自然共生推進課 鳥獣被害防止に関する指導・助言 

山梨県総合農業技術センター 鳥獣被害防止に関する指導・助言 

山梨県富士山科学研究所 鳥獣被害防止に関する指導・助言 

（注）１ 関係機関欄には、協議会の構成機関以外の関係機関等の名称を記入

する。 

   ２ 役割欄には、各関係機関等が果たすべき役割を記入する。 

   ３ 協議会及びその他の関係機関からなる連携体制が分かる体制図等が

あれば添付する。 



 
（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

平成２８年４月に「富士河口湖町鳥獣被害対策実施隊」を設置し、町内に

おける鳥獣の被害防止・捕獲等に関する取組を推進している。隊員は、①富

士河口湖町農林課長及び町の職員のうちから町長が指名する者、②本計画に

基づく被害防止施策への積極的な参加が見込まれる者のうちから町長が任命

する者をもって充て、このうち、狩猟免許を受け、かつ、狩猟事故に係る損

害賠償能力を有しているもののうちから、対象鳥獣捕獲員を町長が指名また

は任命する。 

 

（注）１ 被害状況を勘案し、鳥獣被害対策実施隊を設置する必要があると認

める場合は、その設置に関して設置に向けた基本的な方針や検討の状

況、設置予定時期等について記入する。 

   ２ 鳥獣被害対策実施隊を設置している場合は、鳥獣被害対策実施隊が

行う被害防止施策、その規模、構成、農林漁業者や農林漁業団体職員、

地域住民等の多様な人材の活用策等を記入するとともに、実施体制が

わかる体制図等があれば添付する。 

 

（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

該当なし 

 

（注） 将来的な被害防止対策の実施体制の維持・強化の方針その他被害防止

施策の実施体制に関する事項（地域の被害対策を企画・立案する者の育

成・確保や現場で対策を実施する者の知識・技術の向上等の被害対策に

関する人材育成の取組を含む。）について記入する。 

 

10．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

その他被害防止対策の実施に関し必要な事項は協議会において随時検討

し、被害防止に有効であると認められるものについては、積極的に活用を

検討していく。 

 

 

 

 

（注） 近隣市町村と連携した広域的な被害防止対策等その他被害防止施策の 

実施に関し必要な事項について記入する。 


